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 東日本旅客鉄道株式会社 常務取締役の一ノ瀬です。本日は、お忙しいなか、
大勢の皆さまにお集まりいただきましてありがとうございます。 
 

 本日は、決算の説明会ですが、その前段で、第2四半期決算に合わせて発表し
ました「今後の重点取組み事項」をご説明いたします。 
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 2012年10月に「グループ経営構想Ⅴ」を発表し、これからJR東日本グループが力

を入れて取り組んでいくメニューを示しました。ここにある通り、持続的成長を目
指して、「変わらぬ使命」と「無限の可能性の追求」を柱に進めていきたいという
ことを、皆さまの前で発表しました。 

 

 今回が初めての試みですが、グループ経営構想Ⅴの進捗状況と、これから重点
的に取り組んでいく項目をお話ししたいと思います。 
 

 昨日のプレス資料もありますので、合わせてご覧ください。 
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 資料のうち、下線を付けた項目は、今回新しく打ち出した項目です。 
 
【究極の安全に向けて】 
 安全・安定輸送の関係では、総額3,000億円の耐震補強対策、特に重点整備期
間である2016年度までに約８割まで完了させるという点が、新しい情報です。 

 新幹線の高架橋約8,640本の対策、神田川脇で難工事となる御茶ノ水駅におけ
る耐震補強などを行っていきます。 

 
【サービス品質の改革】 
 サービス品質の改革で申し上げたいのは、輸送品質の向上です。 
 先般も台風が2つ来るなど、私たちの事業は風、雨、雪といった自然災害に左右

される事業です。雪害対策としての電気融雪器、京葉線などの防風柵など、対
策に要するコストも非常に大きくなりますが、お客さまの命を預かる事業者として、
対策はしっかりと行っていきたいという思いをここに込めています。 

 東京圏鉄道ネットワークに関して、東京メガループの利便性向上などをこれまで
も実施してきました。東北縦貫線は来年度に開業しますが、今後は、羽田空港ア
クセスも含めて、東京圏における鉄道ネットワークをしっかりと検討していきたい
と考えています。 

 
【地域との連携強化】 

 地域との連携でお伝えしたいのは、中央ラインモールです。三鷹～立川間の高
架下において、まちづくりを合わせた沿線ブランドの確立に向けて、コンシェル
ジュの設置、「Suicle」という、Suicaで乗れるレンタサイクルなどに取り組んでいき
ます。 
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【技術革新】 

 技術革新においては、北東北で太陽光、風力、地熱、鉄道林の木材を利用した
バイオマスなどの再生可能エネルギーの導入に向けた検討を本格的に行ってい
きます。 

 
【新たな事業領域への挑戦】 
 グローバル化としては、ロンドンに当社として5つめの海外拠点の設置に向けて
準備に入りました。 

 また、M&Aでグループに入ったJ-TREC（総合車両製作所）について、鉄道車両製
造事業をどのように確立させていくかがテーマになると思います。 

 
【人を伸ばし、人を活かす企業風土づくり】 

 企業の成長には、社員の成長が不可欠です。特にグローバル人材の育成に向
けて、留学、研修、他企業への出向も含めて年間600名規模での海外派遣を実
施し、海外に出て知見を広げる機会を作っていきます。 

 
【2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据えて】 
 7年後に東京で開催することが決まりましたが、私たちがすべきことも多くあると

考えています。それらの中で、「できること」と「できないこと」をしっかりと分けて
いきたいと考えています。オリンピック・パラリンピックを2020年に東京で開催し
て終わりではありませんので、その後のことも考えながら取り組んでいきます。 
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 こちらは、4月に策定した2016年3月期の数値目標です。今回は変更しておりま
せん。次の3ヵ年数値目標は、2013年度決算発表時に公表する予定です。 
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 同じく、4月に策定した営業キャッシュフローの使途についての計画です。 
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 同じく、2016年3月期のセグメント別目標です。 
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 続きまして、2014年3月期第2四半期決算及び通期業績予想について説明しま
す。 
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 初めに、単体決算です。 
 

 今期の営業収益は、対前年151億円増の9,751億円となりました。これは、その
下に記載している運輸収入の増加が大きな要因です。 
 

 一方で、動力費、修繕費などの物件費が増えたことなどから、営業費用は、対前
年133億円増の7,516億円となりました。 
 

 これらの結果、営業利益は対前年18億円増の2,235億円となりました。 
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 鉄道運輸収入は対前年116億円の増でしたが、その主な増減要素です。 
 

 ここの分析においては、例えば、インバウンドなどのように、個別に捉えることが
できたものを先に増減要素として取り出し、残りを「基礎」として括っています。そ
の結果、新幹線、在来線ともに、基礎による増収が多くありましたので、強いトレ
ンドであったと言えると思います。 
 

 定期については、少子高齢化、失業率などの要素もありますが、ほぼ対前年同
額となりました。 
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 ブルーの欄に基礎トレンドを記載しています。 
 
 上期実績を踏まえまして、在来線関東圏の基礎トレンドを上方修正しております。 

 

 基礎トレンド以外の下期の主な増減要素としては、消費税増税による先買いを、
定期で40億円、定期外で10億円、合計で50億円ほど見込んでいます。 
 

 副都心線と東横線の相互直通については、上期も10億円ほど影響が出ていま
したので、下期も同じような動きが続くと見ています。 

 
 新幹線高速化、インバウンドなどによる増収は下期も続くものと見込んでいます。 
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 営業費用は、対前年101.8％で、133億円の増となりました。 
 

 人件費は、単価差などによって、対前年25億円の減となりました。 
 
 修繕費は、前期と比較して修繕工事の進捗が早かったことなどから、対前年35
億円の増となりました。 
 

 物件費その他は、部外委託の増、除却費の増、販売手数料の増などにより、対
前年84億円の増となりました。 
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 修繕費の上期実績及び通期見通しについて、補足してご説明いたします。 
 

 4月計画においては、前年と比較して減少する計画としていましたので、その減
少分が「4月計画」と書かれているものです。 
 

 第2四半期での増加要素であった進捗率の相違は、年間でみれば影響はありま
せんので、4月計画からの増加要素としては、次の3つの項目になります。 
 

 「トンネル落下物対策」は、トンネルの壁からモルタルが落下するということがあ
りましたので、全面的に点検を行っていくということで、今期に必要な分として30
億円ほどを見込んでいます。 
 

 「常磐線復旧工事」は、福島第1原発周辺エリアで運転を見合わせている区間の
うちの広野～竜田間について、沿線自治体において行われる2014年春の「帰町

判断」、つまり「町に帰る判断」に合わせて運転再開することとして、復旧工事を
進めるものです。これも30億円ほど必要になると考えています。 
 

 災害復旧工事は、例年以上に、台風などの自然災害が多く発生したことから、そ
の復旧に必要となる費用を計画しています。 
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 2014年3月期の単体の通期業績見通しです。 
 

 営業収益につきましては、上期の実績を踏まえて通期計画を120億円上方修正
し、営業費用についても、先ほどご説明した修繕費などの増加を見込みました。 
 

 その結果、営業利益以下は、計画を据え置いています。 
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 続いて、連結決算です。 
 

 運輸業については、単体決算と同様に、前期を上回る決算となりました。 
 

 駅スペース活用事業が若干の減収減益となりました。駅で行われる工事による
店舗の閉鎖のほか、KIOSK、NEWDAYSなどの店舗において、新聞、雑誌、タバコ
の売り上げが減少しています。 
 

 グループ会社が対応策を実施しているものの、まだ影響を補えていない状況で
あり、今後の課題であると考えています。 
 

 ショッピング・オフィス事業、その他の各セグメントは順調に推移しています。 
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 セグメントごとの実績と計画です。 
 

 運輸業では、来春にはE6系の320km/h運転開始が控えています。その先では、

東北縦貫線の開業、北陸新幹線の金沢開業、北海道新幹線の新函館開業とイ
ベントが目白押しです。 
 

 合わせて、デスティネーションキャンペーンのような販売促進イベントも実施して
いきます。 
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 駅スペース活用事業は、JR東日本リテールネット、NREなどは減収が大きくなって

おりますが、グループ内の会社再編も行っておりますので、これからはもう少し
その効果が出てくるものと考えています。 
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 ショッピング・オフィス事業は、前期に開業した施設の通年寄与に加え、既存店
が好調に推移したことなどから、増収増益となりました。 
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 その他は、昨年10月に開業した東京ステーションホテルの増収などにより増収
増益となりました。 
 

 JR東日本情報システムにおいては、前期に実施した案件の反動減もあり、減収
となっています。 
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 営業外損益及び特別損益です。 
 

 前期に計上した負ののれん発生益が今期はなかったものの、支払利息の減な
どによって営業外損益は若干改善しました。 
 

 また、地震保険の保険金を受け取ったことなどにより特別利益が増加したことに
加え、投資有価証券評価損が発生しなかったことなどから特別損失は減少しま
した。 
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 2014年3月期の連結の通期業績見通しです。 
 

 上期の実績を踏まえて、運輸業の営業収益を110億円上方修正していますが、
費用も増える見込みであることから、営業利益は据え置いています。 
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 キャッシュ・フローの実績です。 
 

 税金等調整前四半期純利益が増加したものの、曜日配列の影響で仕入債務の
キャッシュアウトの増加、法人税等の支払額が増加したことなどにより、営業活
動によるキャッシュ・フローは減少しました。 

 

 有利子負債の調達による収入が減少したことに加え、返済による支出が増加し
たことなどにより、財務活動によるキャッシュ・フローはキャッシュアウトが増加し
ました。 
 

 これらの結果、現金及び現金等同等物の四半期末残高は1,180億円減少して、
967億円となりました。 
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 設備投資の推移です。 
 

 今期は5,400億円の計画としており、第2四半期の実績は、1,543億円となりまし
た。 
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 有利子負債残高の推移ですので、ご覧ください。 
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 以下は、参考資料です。各種データ、債券投資家の皆さまに向けた資料も掲載
しておりますので、ご参照ください。 
 

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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